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本日のメニ本日のメニ本日のメニュー本日のメニュー
１．欧州フロンティア市場１．欧州フロンティア市場

２ 欧州に進出する日系製造業を取り巻く環境２ 欧州に進出する日系製造業を取り巻く環境２．欧州に進出する日系製造業を取り巻く環境２．欧州に進出する日系製造業を取り巻く環境

３ ビジネス環境の変化３ ビジネス環境の変化３．ビジネス環境の変化３．ビジネス環境の変化

４．欧州経済の行方４．欧州経済の行方
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11 欧州フロンティア市場欧州フロンティア市場11．．欧州フロンティア市場欧州フロンティア市場
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拡大欧州市場をどう攻めるか拡大欧州市場をどう攻めるか

©2010 JETRO（出所）各種資料よりジェトロ作成



EUEU主要国および近隣新興国の人口推移見通し主要国および近隣新興国の人口推移見通し
（単位：100万人）

©2010 JETRO（出所）国連人口統計

一人当たりの一人当たりのGDPGDPの推移の推移
（単位：USドル）

©2010 JETRO（出所） IMF, World Economic Outlook Database, October 2009、UN, National Accounts Main Aggregates Database（コソボのみ）

（注）*の2008年、**の2007年と2008年、***の2005年から2008年、およびすべての2009年、2010年は推計値、コソボはすべて推計値、n.a.はデータ未入手



一人当たりの一人当たりのGDPGDPの推移の推移

©2010 JETRO（出所） IMF, World Economic Outlook Database, October 2009、UN, National Accounts Main Aggregates Database（コソボのみ）

欧州および近隣地域での欧州および近隣地域での
石油生産量および天然ガス生産量上位石油生産量および天然ガス生産量上位1010ヵ国（ヵ国（20082008年）年）石油生産量および天然ガス生産量 位石油生産量および天然ガス生産量 位 00ヵ国（ヵ国（ 008008年）年）

©2010 JETRO（出所） BP Statistical Review of World Energy, June 2009



EUEUの域内・域外輸出の推移の域内・域外輸出の推移（単位：10億ユーロ）

（単位：％）

EU域内と域外の輸出比率の推移

©2010 JETRO（出所）EU統計局（Eurostat）

EUEUの域外輸出の推移の域外輸出の推移
（単位：10億ユーロ）

©2010 JETRO（出所）EU統計局（Eurostat）



EUEUの域外輸入の推移の域外輸入の推移
（単位：10億ユーロ）

©2010 JETRO（出所）EU統計局（Eurostat）

２．２．欧州に進出する日系欧州に進出する日系
製造業を取り巻く環境製造業を取り巻く環境製造業を取り巻 環境製造業を取り巻 環境

©2010 JETRO



欧州諸国への日系製造業進出状況欧州諸国への日系製造業進出状況
在欧州・トルコ

<国名>
日系製造業数

＜スウェーデン＞
20

＜フィンランド＞

日系製造業：1028社
西欧：763社
中・東欧：243社
ウクライナ：5社

＜スロベニア＞
1＜デンマーク＞

11
＜ドイツ＞

147

7

＜ポーランド＞
75

ウクライナ：5社
トルコ：17社

＜リトアニア＞
2

1

＜アイルランド＞
12

＜オランダ＞
51

＜英国＞
212

75

＜チェコ＞
88

＜ウクライナ＞51

＜ベルギー＞
35

＜ クセ ブ ク＞

＜ハンガリー＞
40

＜スロバキア＞
16

＜ウクライナ＞
5

＜ルクセンブルク＞
2

＜フランス＞
112

＜ルーマニア＞
16

＜ブルガリア＞

＜ポルトガル＞
16

＜スイス＞
6

＜ブルガリア＞
3

＜セルビア＞
1

＜イタリア＞
59

＜ギリシャ＞
2

©2010 JETRO
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＜トルコ＞
17

（出所）日本貿易振興機構（ジェトロ）調査、2009年12月末時点暫定値

＜モンテネグロ＞
1

＜スペイン＞
59

＜オーストリア＞
12

日系製造業新規進出数の推移日系製造業新規進出数の推移
（単位：企業数）（単位 企業数）

©2010 JETRO
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（出所：日本貿易振興機構（ジェトロ）調査、2007年1～2月）



日系製造業の中･東欧進出は着実に伸長日系製造業の中･東欧進出は着実に伸長
在中 東欧日系製造業数の推移在中 東欧日系製造業数の推移－－ 在中･東欧日系製造業数の推移在中･東欧日系製造業数の推移 －－（単位：社）

＜左軸：個別数値（棒グラフ），右軸：中・東欧全体（折れ線グラフ）＞

各年（暦年）末時点での所在数（□内は在中・東欧日系製造業全体）各年（暦年）末時点での所在数（□内は在中・東欧日系製造業全体）

＜左軸：個別数値（棒グラフ），右軸：中 東欧全体（折れ線グラフ）＞

©2010 JETRO
15

（出所）日本貿易振興機構（ジェトロ）調査、注：各データはそれぞれ各年の年末時点、09年数値は暫定値

在西欧日系製造業（回答企業数 288社） 在中・東欧 トルコ日系製造業（回答企業数 92社）

在欧州日系製造業の経営上の問題点在欧州日系製造業の経営上の問題点
（複数回答可）

在西欧日系製造業（回答企業数 288社） 在中・東欧、トルコ日系製造業（回答企業数 92社）

分野 項目 回答数

政治経済、社会情勢 金融危機に起因する世界的経済情勢の悪化 195 67.7 %

労務問題 労働コストの高さ 170 59.0 %

比率 分野 項目 回答数

金融面 不安定な為替変動 70 76.1 %

政治経済、社会情勢 金融危機に起因する世界的経済情勢の悪化 69 75.0 %

比率

金融面 不安定な為替変動 121 42.0 %

環境規制 REACH 110 38.2 %

労務問題 厳格な解雇法制 108 37.5 %

労務問題 社会保障負担の高さ 100 347 %

労務問題 労働コスト上昇率の高さ 46 48.9 %

労務問題 技術系人材の確保 38 41.3 %

原材料・部品調達 調達コスト 37 40.2 %

インフラの不備 般道路事情 36 391 %労務問題 社会保障負担の高さ 100 34.7 %

原材料・部品調達 調達コスト 96 33.3 %

政治経済、社会情勢 進出先国の経済情勢 83 28.8 %

労務問題 労働力の質 72 25.0 %

インフラの不備 一般道路事情 36 39.1 %

原材料・部品調達 現地調達先の不足 36 39.1 %

環境規制 REACH 32 34.8 %

投資制度・手続き ビザ・労働許可 32 34.8 %

税制度・手続き 移転価格税制 68 23.6 %

投資制度・手続き ビザ・労働許可 64 22.2 %

労務問題 労働組合活動・ストライキ 57 19.8 %

労務問題 経営管理職クラス人材の確保 56 194 %

政治経済、社会情勢 進出先国の経済情勢 32 34.8 %

労務問題 経営管理職クラス人材の確保 31 33.7 %

インフラの不備 高速道路 31 33.7 %

規格基準認証 規制 CEマ ク取得にかかるコストの高さ 31 337 %労務問題 経営管理職クラス人材の確保 56 19.4 %

労務問題 労働コスト上昇率の高さ 54 18.8 %

労務問題 技術系人材の確保 54 18.8 %

規格・基準・認証、規制 CEマーク取得にかかるコストの高さ 51 17.7 %

規格・基準・認証、規制 CEマーク取得にかかるコストの高さ 31 33.7 %

税制度・手続き 移転価格税制 23 25.0 %

労務問題 社会保障負担の高さ 22 23.9 %

投資制度・手続き 頻繁な制度改定 22 23.9 %

原材料・部品調達 品質 50 17.4 %

原材料・部品調達 納期 50 17.4 %

原材料・部品調達 現地調達先の不足 43 14.9 %

規格基準認証 規制 各国で異なる検査基準 41 142 %

労務問題 労働力の質 21 22.8 %

その他 英語の普及率 21 22.8 %

その他 外国人の居住、生活環境 20 21.7 %

貿易制度手続き 行政手続が煩雑不透明 20 217 %

©2010 JETRO
16

（出所） 日本貿易振興機構（ジェトロ）調査、2009年5～6月

※回答企業内訳／在西欧日系製造業：英国63社、ドイツ54社、フランス52社、スペイン27社、オランダ25社、ベルギー16社、イタリア9社、その他諸国42社
在中・東欧日系製造業：ポーランド23社、チェコ19社、ハンガリー16社、スロバキア8社、ルーマニア8社、リトアニア2社、モンテネグロ1社、トルコ15社

規格・基準・認証、規制 各国で異なる検査基準 41 14.2 % 貿易制度・手続き 行政手続が煩雑・不透明 20 21.7 %



アイスランド

ロシアロシア

EU加盟国
EU加盟候補国
EU加盟潜在国

ノルウェー

ベラルーシ

EU加盟潜在国
ENP対象国（東方ﾊﾟｰﾄﾅｰｼｯﾌﾟ諸国）
ENP対象国（地中海諸国）
CEFTA加盟国

ラル シ

クロアチア ウクライナ
スイス

モルドバ

グルジア

アゼルバイジャン

セルビアボスニア・ヘルツェゴビナ

モンテネグロ コソボ
アゼルバイジャン

アルメニア
トルコ

チュニジア イスラエルレバノン

シリア
マケドニア

アルバニア

©2010 JETRO

モロッコ

アルジェリア リビア エジプト ヨルダン

イスラ ル

パレスチナ
レバノン

さらなるＥＵ拡大の影響さらなるＥＵ拡大の影響 （単位：％）

拡大時期 新規加盟国（加盟数） 人口増加 ＧＤＰ増加

クロアチア（加盟国：２７ → ２９） ０ ９ ０ ４
２０１２年？２０１２年？

クロアチア（加盟国：２７ → ２９）

アイスランド（09年7月加盟申請

→10年6月加盟交渉開始合意）

０．９ ０．４

２０１４～１５年？？２０１４～１５年？？ マケドニア （２９ → ３０）

→10年6月加盟交渉開始合意）

０．４ ０．０５

２０１４年以降？？２０１４年以降？？ トルコ（３０ → ３１） １４．8 ３．３

２０２０年までには２０２０年までには

モンテネグロ（08年12月加盟申請）
アルバニア（09年4月加盟申請）
セルビア（ 09年12月加盟申請）

2．9

２０２０年までには２０２０年までには セルビア（ 09年12月加盟申請） 、
ボスニア・ヘルツェゴビナ、コソボ
（３１ or ３０ → ３６ or ３５）

（注）人口 ＧＤＰ（名目）の増加は各々新規加盟のインパクトとしての単純推定値

©2010 JETRO
18（出所）国連人口統計2009およびEU統計局（Eurostat）データベース）

（注）人口、ＧＤＰ（名目）の増加は各々新規加盟のインパクトとしての単純推定値。
アイスランドのＧＤＰ額は含んでいない。人口：2009年央，ＧＤＰ：2009年データに基づく。



・・
（単位：％）

©2010 JETRO（出所）ウィーン比較経済研究所（ｗｉｉｗ）、10年2月データ
19

急上昇した中 東欧の賃金が金融危機 減速急上昇した中 東欧の賃金が金融危機 減速
・・

－－ 急上昇した中・東欧の賃金が金融危機で減速急上昇した中・東欧の賃金が金融危機で減速 －－
（単位：ユーロ）

53.5%

平均月収（全体）平均月収（全体） 2000 Vs 2009
上昇率64.4％

172.4％

51.9％

122 5％323.8％
401 2％85 4％

107.4％

139.3%

122.5％ 401.2％

64.9％

280.4％

85.4％

160.0％

215.5％

139.6％

©2010 JETRO20（出所）ウィーン比較経済研究所：ｗｉｉｗ、2010年2月データ



・・（単位：％）

©2010 JETRO（出所）ウィーン比較経済研究所：ｗｉｉｗ、10年2月までの発表データ
21

ワーカーの賃金水準比較ワーカーの賃金水準比較（単位：ユーロ）

各都市のワーカー月収各都市のワーカー月収
（標準平均値）（標準平均値）

©2010 JETRO
22（出所）ジェトロ投資コスト比較調査（2010年1月調査）



現在の主な販売先地域での今後の方針現在の主な販売先地域での今後の方針
現在の販売先地域総数

（単位 社）

1 2%3 6% 3 1% 1 2% 6 5% 3 7% 0 0% 5 6% 6 7% 7 1%

（単位：社）

（複数回答
可）195 82 78 62 62 27 19 18 15 14333 6262

37 2%

25 .6 %

15 .9 %

22 .2 % 26 .3 % 16 .7 %
20 0%

7 .1 %
2 .6 % 1 .2 %

10 .3 % 16 .1 % 16 .1 %
11 .1 %

10 .5 %
11 .1 % 13 .3 %

0 .0 %
3 .6 % 3 .1 % 1 .2 % 6 .5 % 8 .1 % 3 .7 % 0 .0 % 5 .6 % 6 .7 % 7 .1 %5 .7 % 11 .5 %

縮小

不明

85 7%

37 .2 %
24 .4 %

50 .0 %

21 .0 %
20 .0 %

現状維持

拡大・強化

53 .5%

68 .7 %
81 .7 %

53 .8 % 54 .8 %
63 .0 % 63 .2% 66 .7 %

60 .0 %

85 .7 %

27 .4 %

西中ロト日北中北A 韓イ西

欧

中

・
東

欧

ロ
シ

ア

・

ト

ル

コ

日

本

北

米

中

国

北

ア

フ

リ

カ

A
S
E
A

韓

国

イ

ン

ド
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C
I
S

カN

（出所） 日本貿易振興機構（ジェトロ）調査、2008年6～7月

現在の主な販売先地域での今後の方針現在の主な販売先地域での今後の方針
（複数回答可）

現在の販売先総数
（単位：社）

15 8%

2.3% 0.0% 2.3% 2.6%
9.1% 5.6% 2.4% 2.9% 0.0% 0.0%

11.1% 9.1%
0.0%

9.1%
100%

（複数回答可）

175 88 78 54 42 35 19 11 9343 55 18 1130

44.2%

33.7% 29.5% 32.1%

34.5%
50 0%

31.0%
20.0%

20.0% 15.8%

27.3%
55.6%

27.3%

11.1%

70%

80%

90%

50.0%
44.4%

50%

60%

70%

53.5%

66.3% 68.2% 65.4%
56.4%

66.7%
77.1% 80.0% 84.2%

63.6% 63.6%30%

40%

44.4% 44.4% 44.4%

10%

20%

0%

西
欧

中
・
東
欧

・
C
I

ロ
シ
ア

ト
ル
コ

米
国

日
本

北
ア
フ
リ

中
東

中
国

イ
ン
ド

A
S
E

韓
国

カ
ナ
ダ

そ
の
他
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拡大・強化 現状維持 縮小 24
（出所） 日本貿易振興機構（ジェトロ）調査、2009年5～6月



将来の販売先として検討中の国・地域将来の販売先として検討中の国・地域

4

60

70
（単位：回答数）

（複数回答可）
67

14

50

60

トル

＜回答企業所在地域＞

9

1

30

40
トルコ

中・東欧

西欧

37

27
26 26

29

49

27

11
6

9 8
4

9
3

7
3 1

2
2 1

2 2 1
220

30 26 26
23 23 22 20 18
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14 14 13 12 12 11 11 10 9 9 9 9 927

16
21

15 17 17
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（出所） 日本貿易振興機構（ジェトロ）調査、2008年6～7月

将来の販売先として検討中の国・地域将来の販売先として検討中の国・地域

（複数回答可）

60

70 
86

（単位：回答数）

13

3
150 

60 

トルコ

＜回答企業所在地域＞

55

50

68 

13 
12 

11 13

3 0
3 1 1 1

30

40 
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38 37
36 35 35 34
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（出所） 日本貿易振興機構（ジェトロ）調査、2009年5～6月



原材料・部品について、今後の調達方針原材料・部品について、今後の調達方針
現在の調達先地域総数

（単位 社）

0 0% 12 5%
3 .8 % 7 1% 4 .3 % 8 6% 4 .5 % 0 .0 % 6 .7 %6 .0 % 6 .1 %

（単位：社）

（複数回答可）
286 238 100 98 69 35 22 16 15 10 4

35 .0 %
37 7%

27 .3 %
18 .8 %

16 .8%

26 .9 %

5 .0 % 9 .2 % 8 .7 %
14 .3 %

0 .0% 12 .5 %

20 .0 %

10 .0 % 0 .0%

7 .1 % 8 .6 % 6 .7 %
20 .0 % 25 .0 %

6 .1 %

不明

58 .7%

51 3%

42 .9%
37 .7 %

65 .7 %
53 .3 %

30 .0 %
50 .0 %

縮小

現状維持

54 .0%
39 .8%

49 .3 %

68 .2 % 68 .8 %

40 .0 %

51 .3 %
65 .7 % 現状維持

拡大 強化
20 .6%

14 .7 % 11 .4 %
26 .7 % 25 .0 %

西日中中A 北トイ韓ロ北

拡大・強化

欧本・

東

欧

国
A
S
E
A
N

米ル

コ

ン

ド

国シ

ア

・

C

ア

フ

リ

カ
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（出所） 日本貿易振興機構（ジェトロ）調査、2008年6～7月

原材料・部品について、今後の調達方針原材料・部品について、今後の調達方針
現在の調達先地域総

（複数回答可）

318 239 115 99 78 40 30 24 23 13 10 4 11

現在の調達先地域総
数（単位：社）

11.3%

33.5%

5.2%
11.1% 10.3%

20.0%

6.7% 8.3% 8.7%
15.4%

10.0%

25.0%

9.1%

115 99 78 40 30 24 23 13 10 4 11

67.0%

39.1%

46.5% 47.4%
46.7%

33.3%

60.9% 60.0% 63.6%

55.7% 58.3%

60.7%

70.0%
69.2%

75.0%

21.7%

5.9%

42.4% 42.3%

10.0%

46.7%

30.4%

15.4%

30.0% 27.3%
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拡大・強化 現状維持 縮小
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（出所） 日本貿易振興機構（ジェトロ）調査、2009年5～6月



在欧州・トルコ日系製造業の在欧州・トルコ日系製造業の
今後今後11 22年間の事業展開の方向性年間の事業展開の方向性今後今後11～～22年間の事業展開の方向性年間の事業展開の方向性

32.1拡大(n=124)

56.5
現状維持(n=218)

（単位：％）

8.8縮小(n=34)

（単位：％）

（n=386）

1.3
移転(n=5)

1.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

撤退(n=5)

©2010 JETRO

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

29（出所） 日本貿易振興機構（ジェトロ）調査、2009年5～6月

在欧州・トルコ日系製造業の具体的な事業拡大方針在欧州・トルコ日系製造業の具体的な事業拡大方針

64.5
生産品目の拡大（多角化）(n=80)

44.4
生産品目の高付加価値化(n=55)

42.7追加投資による事業規模の拡大(n=53)

（単位：％）

23.4
設計・研究開発機能の強化(n=29)

（単位：％）

（複数回答可）

（n=124）

11 3

13.7
第三国からの生産移転の受入れ(n=17)

（複数回答可）

11.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

新規生産拠点の設置(n=14)

©2010 JETRO
30（出所） 日本貿易振興機構（ジェトロ）調査、2009年5～6月



在欧州・トルコ日系製造業の中長期的（在欧州・トルコ日系製造業の中長期的（55～～1010年程度）年程度）
に生産拠点として有望と評価されている国・地域に生産拠点として有望と評価されている国・地域に生産拠点として有望と評価されている国 地域に生産拠点として有望と評価されている国 地域

65ロシア

41

47

63

チェコ

ポーランド

37

40

41

トルコ

中国

34

36

37

ドイ

インド

ルーマニア

（ｎ＝273）

21

27

34

英国

ハンガリー

ドイツ

（単位：社）

（複数回答可）

20

21

0社 10社 20社 30社 40社 50社 60社 70社

ウクライナ

英国
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0社 0社 20社 30社 40社 50社 60社 70社

（出所） 日本貿易振興機構（ジェトロ）調査、2009年5～6月

在欧州日系製造業の中長期的在欧州日系製造業の中長期的（（55～～1010年程度）年程度）
な新規な新規生産拠点進出検討先（国別）生産拠点進出検討先（国別）

63ポーランド

な新規な新規生産拠点進出検討先（国別）生産拠点進出検討先（国別）

47

60

63

チェコ

ロシア

ポ ランド

36

38

47

ル マニア

中国

チェコ

34

35

36

ドイツ

トルコ

ルーマニア

（ｎ＝262）

27

34

34

ガ

インド

ドイツ
（単位：社）
（複数回答可）

20

21

27

英国

ハンガリー
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32
（出所） 日本貿易振興機構（ジェトロ）調査、2009年5～6月



在欧州・トルコ日系製造業の在欧州・トルコ日系製造業の
具体的な事業縮小方針具体的な事業縮小方針具体的な事業縮小方針具体的な事業縮小方針

34.1
一部生産品目を第三国へ移転(n=15)

31.8生産拠点を第三国へ移転(n=14)

29.5
一部生産品目の生産中止(n=13)

13.6
進出国内における拠点統合( 6)

部生産品目の生産中止( )

（単位：％）

（複数回答可）

（n=44）

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

進出国内における拠点統合(n=6) （複数回答可）

©2010 JETRO
33（出所） 日本貿易振興機構（ジェトロ）調査、2009年5～6月

日系企業の製造拠点移転･拡張の推移日系企業の製造拠点移転･拡張の推移
①2000～2001年 家電メーカーを中心に英国
から中東欧（チェコ、ハンガリーなど）に生産をから中東欧（チ 、 ンガリ など）に生産を
移管（ポンド高ユーロ安が影響）

②2002～2004年半ば 家電 自動車部品メー②2002～2004年半ば 家電、自動車部品メ
カーなどが独仏西国などから中東欧、アジア
に生産を移管に生産を移管

③2004年半ば～ 自動車部品メーカーを中心に
中東欧 トルコで生産拡張中東欧、トルコで生産拡張

④2006年半ば～ 家電メーカーを中心に中東欧
で生産拡張

⑤2008年9月の金融危機後、新規進出が減速

©2010 JETRO

⑤2008年9月の金融危機後、新規進出が減速

⑥2010年5月のギリシャ危機でどうなるのか？ 34



ビジネ 環境 変化ビジネ 環境 変化３．ビジネス環境の変化３．ビジネス環境の変化

©2010 JETRO

EUの経済概況-産業別付加価値比重の変化EUの経済概況 産業別付加価値比重の変化

©2010 JETRO
（出所）EU統計局（Eurostat）



EUの経済概況-産業別雇用者数比重の変化

©2010 JETRO
（出所）EU統計局（Eurostat）

2008年金融危機のインパクト
欧州委員会経済・金融総局は以下に分類

１ 住宅などの不動産市場や建設部門の資産価値の１．住宅などの不動産市場や建設部門の資産価値の

過大評価とバブル崩壊

英国 フランス アイルランド スペイン バルト諸国：英国、フランス、アイルランド、スペイン、バルト諸国

２．輸出依存と過度な経常収支黒字の露呈

：ドイツ、オランダ、オーストリア、北欧諸国

３ 金融部門の膨張とリスク資産の露呈３．金融部門の膨張とリスク資産の露呈

：英国、アイルランド、ルクセンブルク、中・東欧諸国

©2010 JETRO



一人当たり一人当たりGDPGDP（名目（名目))の上位の上位2525カ国の変化カ国の変化
ド（単位：USドル）

©2010 JETRO（出所）IMF： 世界経済見通しデータベース 2010年4月

・高い信用格付けと高金利に惹かれ、経済規模に比べ巨額の非居住者預金が流入【アイスランド】

居住者向け 企業向けに低金利の外貨建てロ ンが普及【アイスランド ハンガリ など】

危機前

金融危機の欧州周辺諸国への波及と対応金融危機の欧州周辺諸国への波及と対応
・居住者向け、企業向けに低金利の外貨建てローンが普及【アイスランド、ハンガリーなど】

・経常収支赤字、ファイナンスは直接投資以外の短期投資が主【バルト三国、ルーマニアなど】

・対外支払能力を維持するだけの外貨準備が不足【バルト三国】

・西欧金融機関のプレゼンス大（シェア5～9割）【中・東欧諸国など】

・米国発の信用収縮を受け、手持ち流動性の確保を図る非居住者預金の急激な預金引き出し

・現地通貨が対ユーロ、対米ドルで急落、外貨建てローンの負担金額が急増

・証券投資を中心とする短期投資の逆流、外貨準備の減少

危機後

アイスランド ガ

ＥＵ ・金融不安の非ユーロ圏加盟国への中期融資支援上限を引き上げ（120億€→250億€→500億€、08年12月2日、 09年5月4日採択）

・西欧金融機関の引き揚げ、貸出基準の厳格化対応

アイスランド

・外国中央銀行と通貨スワップ協定締結

・IMFが2年間の緊急融資を決定（総額21億ドル、 08年11月19日）

・デンマーク、フィンランド、ノルウェー、スェーデンがIMFのレビューを条件として

17億7 500万€の融資に合意（09年7月1日 08年11月に表明済み）

ハンガリー

・ECBとの通貨スワップ協定締結（50億€、 08年10月10日）

・IMFが17ヵ月の緊急融資を決定（123億€、11月6日）

・ ECOFIN理事会で協調融資承認（65億€、11月4日）

銀 億 などあわ 計約 億 融資

ラトビア

・IMFが27ヵ月の緊急融資を決定（16億8,000万€、 08年12月23日）

ベラルーシ

ウクライナ

・IMFが2年間の緊急融資を決定（164億ドル、 08年11月5日）

17億7,500万€の融資に合意（09年7月1日、08年11月に表明済み）。 ・世銀の4億ユーロなどあわせ計約200億€の融資

・ECOFIN理事会で協調融資承認（31億€、09年1月20日）

・世銀の4億€などあわせ計75億€の融資

ルーマニア
IMFが 月 緊急融資を決定（ 億 年 月 日）

ベラルーシ
・IMFが15ヵ月の緊急融資を決定（24億6,000万ドル、09年1月12日）


セルビア
・IMFが15ヵ月の緊急融資を決定（5億3,000万ドル、 09年1月16日）
・IMF緊急融資額の30億ドルへの増額（27ヵ月に延長）が決定（3月26日）

©2010 JETRO

・ IMFが24ヵ月の緊急融資を決定（129億€、09年5月4日）
・EU（50億€ ）、世銀（10億€ ）、EBRDなど（10億€）とあわせ

融資総額は約200億€にのぼる見込みポーランド
・IMFが弾力的信用枠（新興国支援のため3月創設）に基づき

205億8,000万ドルの融資決定（09年5月6日）
40

IMF緊急融資額の30億ドル の増額（27ヵ月に延長）が決定（3月26日）



金融危機の欧州周辺国への波及と対応

・2009年10月の政権交代後、2008年の財政赤字を7.75％（←5.0％）、09年分を12.5％（←3.7％、→12.7％→13.6％）に引き上げ
統計修正 ①予想を上回る景気減速 ②前政権による大幅な歳出拡大 ③医薬品支払いなどの 部未計上

発 端

ギリシャ危機と欧州周辺諸国への波及と対応ギリシャ危機と欧州周辺諸国への波及と対応

・統計修正：①予想を上回る景気減速、②前政権による大幅な歳出拡大、③医薬品支払いなどの一部未計上
・構造問題：公務員比率が高く、財政悪化の一因、闇経済の規模が大きく、GDPの30％を超えるとの見方も。

複雑な年金制度や公的部門の民営化の遅れなど社会基盤制度に問題点が多い。
・こうした財政問題の顕在化により、200億ユーロ超の債務借り換えを5月に控えたギリシャ国債が格付け機関により、
4月に軒並み格下げられ、10年国債の利回りが10％を超えるなど、債務不履行（デフォルト）の危機が高まった。

・ギリシャは財政赤字削減策を強化するため、1月に98億ユーロ規模の安定成長計画、3月に58億ユーロ規模の
追加的経済施策 5月に48億ユ ロ規模の財政赤字削減策を発表

危機後

追加的経済施策、5月に48億ユーロ規模の財政赤字削減策を発表。
財政赤字を対GDP比で、2010年に8.7％、11年に5.6％、12年に2.8％にまで削減。

・EU加盟国は2月11日、ギリシャ支援で合意。しかし、具体策は持ち越し。
・ユーログループは同15日、具体策を示さず、ギリシャに自助努力を迫る。
・3月上旬、欧州通貨基金（EMF)構想が浮上。ユーログループは同15日、二国間融資など支援の枠組み構築で合意。

対 応

・EU首脳会議は3月25～26日、緊急時の資金支援策－2国間融資とIMF融資の組み合わせ－を合意。
・ユーログループは4月11日、初年度で 大300億ユーロの融資準備することで合意。
・ユーログループは5月2日、3ヵ年で1,100億ユーロ（ユーロ加盟国800億ユーロ、IMF300億ユーロ：9日決定）を発表。
・欧州中央銀行（ECB)は5月10日、ユーロ圏内の債券購入を決定。
・ユーログループは6月7日、財政危機に陥った加盟国を支援する 大7,500億ユーロの緊急支援策を正式に合意。ログル プは6月7日、財政危機に陥った加盟国を支援する 大7,500億 ロの緊急支援策を正式に合意。

EU支援の柱となる 大4,400億ユーロの融資については、「欧州金融安定機関（EFSF）」を設置（ユーロ圏加盟各国が
政府保証を付ける債権による基金）。残りは欧州委員会が管理する600億ユーロの基金。

英国：62億￡規模の赤字削減計画を発表 VATを2011年 イタリア： 年から 年間で総額 億 の赤字削減を決定

スペイン：10～13年の4年間で総額650億€(500億€＋150億€
追加）の歳出削減を発表（1月29日、5月27日）

ドイツ：2014年までの総額800億€赤字削減の財政再建案を
閣議決定 削減額は11年に112億€ 12年に191億€

英国：62億￡規模の赤字削減計画を発表。VATを2011年
から20％に引き上げ（5月24日、6月22日）

イタリア：2011年から2年間で総額240億€の赤字削減を決定
（5月25日）

©2010 JETRO

追加）の歳出削減を発表（1月29日、5月27日）

41

閣議決定。削減額は11年に112億€、12年に191億€、
13年に247億€、14年に266億€（6月7日）

ハンガリー：総額1,200億フォリント（468億円）の歳出削減
を含む経済再生計画を発表（6月8日）

EUEU加盟国の財政収支（対加盟国の財政収支（対GDPGDP比）の推移比）の推移
（単位：％）

©2010 JETRO（出所） EU統計局（Eurostat）DB、2010年以降の予測および米国、日本の2005年以降は欧州委員会経済・金融総局2010年春季経済予測

（注） n.a.はデータ未入手、 DBの数値は2010年5月19日時点



EUEU加盟国の公的債務残高（対加盟国の公的債務残高（対GDPGDP比）比）
（単位：％）

©2010 JETRO（出所） EU統計局（Eurostat）DB、2010年以降の予測および米国、日本の2005年以降は欧州委員会経済・金融総局2010年春季経済予測

（注） n.a.はデータ未入手、 DBの数値は2010年5月19日時点

EUEU加盟国の消費者物価上昇率の推移加盟国の消費者物価上昇率の推移
（単位：％）

©2010 JETRO（出所） EU統計局（Eurostat）データベース（DB）

（注） n.a.はデータ未入手、 DBの数値は2010年5月18日時点



EUEU加盟国の長期金利の推移加盟国の長期金利の推移
（単位：％）

©2010 JETRO（出所） EU統計局（Eurostat）データベース（DB）

（注） n.a.はデータ未入手、 DBの数値は2010年5月25日時点

主要国の債務規模と内訳主要国の債務規模と内訳（単位：GDP比％）

©2010 JETRO
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（出所） Mckinsey Global Institute  2008年末



過剰財政赤字是正手続きの概要過剰財政赤字是正手続きの概要
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（出所） 欧州委員会経済・金融総局

各国の対各国の対EUEU域内輸出入の推移域内輸出入の推移
（単位 億 ） ドイツの対EU域内輸出入の推移 （単位 億 ） フランスの対EU域内輸出入の推移（単位：10億ユーロ） ドイツの対EU域内輸出入の推移 （単位：10億ユーロ） フランスの対EU域内輸出入の推移

（単位：10億ユーロ） ギリシャの対EU域内輸出入の推移 （単位：10億ユーロ） ハンガリーの対EU域内輸出入の推移

©2010 JETRO（出所）EU統計局（Eurostat）



2008年9月 2010年3月

英、白、蘭で左派・右派連立政権へ英、白、蘭で左派・右派連立政権へ

2007 2008 2009 2010 2011

2008年9月
世界金融危機

2010年3月
ギリシャ危機

英国 保守党＋自由民主党労働党

ドイツ CUD＋自由民主党（FDP）キリスト教民主・社会同盟（CUD）＋社会民主党（SPD）

イタリア 自由の国民（PdL）＋北部同盟（LN）＋自治権運動（MpA）中道左派連合

フランス 国民運動党（UMP）

フラマン系キリスト教民主党（CDV） 新フランドル同盟（NVA） フラマン系自由党（VLD）

ベルギー
フラマン系キリスト教民主党（CDV）・新フランドル同盟（NVA），フラマン系自由党（VLD），
ワロン系自由党（MR），ワロン系社会党（PS） ，ワロン系キリスト教民主党（CDH）

オランダ キリスト教民主同盟(CDA)、労働党(PvdA)、キリスト教連合(CU) CDA，CU

オーストリア 社会民主党・国民党

ギリシャ 新民主主義党（ND） 全ギリシャ社会主義運動（PASOK）

国民党（SVP/UDC）・社会民主党（SPS/PSS），自由民主党（FDP/PLR），キリスト教民主人民党
（CVP/PDC）

スイス

©2010 JETRO

（出所） 各国政府資料から作成、赤：左派政権（中道左派含む）、青：右派政権（中道右派含む）、紫：左派・右派連立政権、緑：大連立政権、
灰：組閣中

2010年3月2008年9月

多くの国で右派政権が継続多くの国で右派政権が継続

2007 2008 2009 2010 2011

デンマ ク

ギリシャ危機

自由党(Ｖ) 保守党(Ｃ) デンマ ク国民党(O ただし閣外協力）

世界金融危機

デンマーク

スウェーデン 穏健党(Ｍ)、中央党（Ｃ）、自由国民党(ＦＰ)、キリスト教民主党(ＫＤ)

フ ンランド

自由党(Ｖ)、保守党(Ｃ)、デンマーク国民党(O,ただし閣外協力）

中央党（ k） 国民連合党( k) 緑の党( ih ) スウ デン人民党（ ）フィンランド

ノルウェー

アイスランド

労働党（ＤＮＡ）、 左派社会党（ＳＶ）、 中央党（ＳＰ）

独立党 進歩党

中央党（Kesk）、国民連合党(Kok)、緑の党(Vihr)、スウェーデン人民党（RKP）

社会民主同盟（ＳＤＡ） 左翼環境運動（ＶＧ）独立党 SDAアイスランド 独立党、進歩党 社会民主同盟（ＳＤＡ）、左翼環境運動（ＶＧ）独立党、SDA

ポーランド 市民プラットフォーム（PO）＋農民党（PSL）法と正義(PiS)
＋ポーランド家族連盟(LPR)

チ コ 市民民主党（ ）＋キリ ト教民主 人民党（ ）＋緑の党（ ） 社会 主党チェコ 市民民主党（ODS）＋キリスト教民主＝人民党（KDU=CSL）＋緑の党（SZ） チェコ社会民主党

ハンガリー FIDESZ／KDNP社会党・自由民主同盟 社会党

エストニア 改革党、祖国・レスプブリカ同盟

ラトビア 新時代、国民党、ラトビア第一党、緑と農民連合、祖国と自由・国民保守党

©2010 JETRO

リトアニア 社会民主党、新同盟
祖国・リトアニアキリスト教民主同盟（TS－LKD）、国家復興党
（TPP)、自由中央同盟(LCS)、リベラルムーブメント（LS)

（出所） 各国政府資料から作成、赤：左派政権（中道左派含む）、青：右派政権（中道右派含む）、紫：左派・右派連立政権、緑：大連立政権、
灰：組閣中



４ 欧州経済の行方４ 欧州経済の行方４．欧州経済の行方４．欧州経済の行方

©2010 JETRO

緩やかに回復に向かう欧州経済緩やかに回復に向かう欧州経済
世界経済の拡大 ドイツ経済の回復 英国とスペインの住宅市場の世界経済の拡大、ドイツ経済の回復、英国とスペインの住宅市場の

好況、中･東欧諸国への投資により０６、０７年の経済は好調だった。
０８年の金融危機を経て、０９年の実質GDP成長率は△４.２％まで落

ち込むが １０年は１０％ １１年には１７％と回復が予測されるち込むが、１０年は１.０％、１１年には１.７％と回復が予測される。

©2010 JETRO
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20112011年には経済回復年には経済回復

©2010 JETRO
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回復は輸出から内需へ回復は輸出から内需へ

©2010 JETRO
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春季経済予測春季経済予測((欧州委員会欧州委員会55月月55日発表）日発表）

©2010 JETRO
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独、仏を中心に回復傾向、ポーランドは成長を持続独、仏を中心に回復傾向、ポーランドは成長を持続
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ユーロ圏のユーロ圏のGDPGDP成長率と消費者物価上昇率予測比較成長率と消費者物価上昇率予測比較

©2010 JETRO
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（注） ＊はSurvey of Professional Forecasters、**はConsensus Economics Forecasts、***はEurosystem staff  macroeconomic projections

（出所）欧州中央銀行（ECB） Eurosystem staff macroeconomic projections 、BUSINESSEUROPE Economic Outlook June 2010

輸出と工業生産が景気回復を牽引輸出と工業生産が景気回復を牽引

©2010 JETRO
58（出所）BUSINESSEUROPE Economic Outlook June 2010、EU統計局（Eurostat）



景況感指数景況感指数

©2010 JETRO
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（出所）欧州委員会経済・財政総局（10 年4月29日発表）

（注）5月から経済活動の分類を変更、そのため5月は100へと前月比1.9ポイント減となったが、景況感は改善傾向にあるという

失業率と消費の関係失業率と消費の関係

©2010 JETRO
60（出所）BUSINESSEUROPE Economic Outlook June 2010、EU統計局（Eurostat）



ユーロ為替レートユーロ為替レート
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ドイツの対ドイツの対EUEU域外輸出入の推移域外輸出入の推移
（単位：10億ユーロ）

©2010 JETRO（出所）EU統計局（Eurostat）



ドイツの対ドイツの対EUEU域外輸出の推移域外輸出の推移
（単位：10億ユーロ）

©2010 JETRO（出所）EU統計局（Eurostat）

フランスの対フランスの対EUEU域外輸出の推移域外輸出の推移
（単位：10億ユーロ）

©2010 JETRO（出所）EU統計局（Eurostat）



ポーランドの対ポーランドの対EUEU域外輸出の推移域外輸出の推移
（単位：10億ユーロ）

©2010 JETRO（出所）EU統計局（Eurostat）

経済活動への影響リスク経済活動への影響リスク

©2010 JETRO
66（出所）BUSINESSEUROPE Economic Outlook June 2010



まとめまとめ
１．米国・新興国の景気回復により輸出が回復

失業率の増加に伴い賃金上昇が抑制２．失業率の増加に伴い賃金上昇が抑制

３ ユーロ安で欧州生産拠点からの輸出に３．ユ ロ安で欧州生産拠点からの輸出に

メリット

４．ユーロ安はM＆Aの機会

５ 公的債務削減で政府インセンティブは縮小５．公的債務削減で政府インセンティブは縮小

６．金融部門の過剰規制と資金調達への影響

７．原油価格動向と資源国成長とのバランス
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ご清聴有難うござ ま たご清聴有難うござ ま たご清聴有難うございましたご清聴有難うございました

・ＥＵ情報発信ＷＥＢのご紹介

→http://www.jetro.go.jp/world/europe/eu/ p // j g jp/ / p / /
（ジェトロＥＵ情報のページ）

→http://www jetro go jp/biznews/→http://www.jetro.go.jp/biznews/
（世界のビジネスニュース：日刊紙 通商弘報）

→http://www.jetro.go.jp/world/
（ジェトロ国・地域別情報：J-FILE）（無料）（ 国 域別情報 ）（ 料）

→ https://www.jetro.go.jp/mreg/subscribe?id=1350

（メルマガ：ユーロトレンド配信登録）（無料）
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（メルマガ：ユーロトレンド配信登録）（無料）
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